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海岸（高潮）事業 沼津港海岸（千本地区）
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沼津港外港

沼津港内港

１．事業箇所 沼津港全景（平成26年）



沼津港海岸周辺 浸水区域図

２．事業概要 （1）事業目的

沼津港海岸事業（千本地区）

対象津波浸水区域122ha

防護人口およそ5,700人

3次想定津波高T.P.4.8m

浸水想定区域
凡例 堤防整備済み

本事業区間
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◎

２．事業概要 （2）事業内容

事業内容
水門 数=1基
堤防（改良） 延長=653m
胸壁 延長=170m
陸閘 数=2基
事業期間
平成8年度～平成34年度
全体事業費 5,471百万円

凡例

堤防・胸壁整備済み
堤防・胸壁未整備
水門整備済み
陸閘整備済み

◎

未整備区間
胸壁未整備区間

堤防（改良）



【沼津港航路水門「びゅうお」】

２．事業概要 （3）事業詳細 位置図

着工前

内港への津波の侵入を防ぐ

完成



胸壁の整備

２．事業概要 （3）事業詳細

完成着工前

位置図

胸壁により

浸水を防ぐ

撤去



施設整備高 T.P+4.8m

胸壁工 標準横断面図

２．事業概要 （3）事業詳細 位置図

胸 壁

地盤改良
（固化材安定処理）



無堤区間の解消

一連区間の完成を目指す

２．事業概要 （4）事業詳細 位置図



堤防（改良）

未整備施設２．事業概要 （4）事業詳細 位置図

既存施設のうち耐震性
が不足する施設の改良



東日本大震災の発生

津波対策への関心

防災意識の向上

３．事業の必要性 （事業を巡る社会経済情勢等の変化）



沼津市津波・高潮防災ステーションイメージ図

Ｊ－ＡＬＥＲＴ

津波・高潮警報
沼津土木事務所

〔監視操作局〕

沼津市役所

〔操作局〕

沼津港航路水門

『びゅうお』

カメラ

警報スピーカ

牛臥水門

牛臥山公園

牛臥基地局

光ネットワーク

獅子浜13号門扉付近

警報スピーカ

警報スピーカ

階段護岸

陸閘

静浦地区センター

静浦地区センター

地 震 発 生

漁港

マリーナ

単一無線

海水浴場

御用邸記念公園

水門が閉まります

避難してください

門が閉まります

沼津港基地局

志下基地局

獅子浜基地局

多比基地局

◎沼津市津波・高潮防災ステーションの整備（平成２７年度完成予定）

自動化・遠隔操作化

３．事業の必要性 （事業を巡る社会経済情勢等の変化）



総費用（Ｃ）に対する総便益（Ｂ）
Ｂ／Ｃ ＝ 6.5

総費用（Ｃ）＝94.33億円（現在価値換算）

・全体事業費 90.09億円

・維持費 4.24億円 （0.084億円/年）

総便益（Ｂ）＝613.36億円（現在価値換算）

・想定浸水域（津波）の被害軽減効果

千本地区における総被害軽減額：6,019億円

（一般資産被害額：2,128億円、公共土木施設被害額：3,828億円、

公共事業等被害額：63億円）

⇒地震発生確率を加味した年間被害額：37.57億円

⇒50年分の被害軽減効果を現在価値換算（総便益）：613.36億円

４．事業の必要性 （事業の投資効果）



５．今後の事業の進捗の見込み

新たな想定に対応した津波対策の推進

東日本大震災の発生

静岡県第4次地震被害想定の策定

静岡県地震・津波対策アクションプログラム2013



（１）対応方針案

本事業を 継続 する。

（２）理由

本事業は地震・津波対策アクションプログラ
ム2013に位置付けており、費用対効果も十分
に認められ、津波対策に対する地域住民の要
望も非常に大きいため、事業継続とする。

６．対応方針（案）


